
障があると認める行為をすること。 

(許可の条件) 

第14条 市長は，この条例の規定による許可に旧齋藤家別邸の管理

のため必要な範囲内において条件を付けることができる。 

(許可の取消し等) 

第15条 市長は，次の各号のいずれかに該当するものに対し，この

条例の規定による許可を取り消し，若しくはその条件を変更し，

又は行為の中止，原状回復若しくは旧齋藤家別邸からの退去を

命ずることができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反しているも

の 

(2) この条例の規定による許可に付けた条件に違反しているもの 

(3) 偽りその他不正な手段によりこの条例の規定による許可を受

けたもの 

2 市長は，旧齋藤家別邸の管理上又は公益上の理由により特に必

要があると認める場合は，利用者等に対し，前項に規定する処

分をすることができる。 

(原状回復) 

第16条 利用者等は，次の各号のいずれかに該当する場合は，直ち

に原状に回復しなければならない。 

(1) 一階大広間等の利用を終了した場合 

(2) この条例の規定による許可を取り消された場合 

(3) 行為の中止を命ぜられた場合 

(4) 退去を命ぜられた場合 

2 市長は，前項の規定による原状回復について必要な措置を命ず

ることができる。 

(損害賠償) 

第17条 利用者等は，旧齋藤家別邸の施設又は設備を損傷し，汚損

し，又は亡失した場合は，その損害を賠償しなければならない。

ただし，市長は，やむを得ない理由があると認める場合は，賠

償額の全部又は一部を免除することができる。 

(指定管理者による管理) 

第18条 市長は，旧齋藤家別邸の設置の目的を効果的に達成するた

め，地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定に

より，法人その他の団体であって，市が指定するもの(以下「指

定管理者」という。)に旧齋藤家別邸の管理を行わせる。 

(指定管理者の指定の手続) 

第19条 旧齋藤家別邸の指定管理者の指定を受けようとするもの

は，事業計画書その他規則で定める書類を添えて市長に申請し

なければならない。 

2 市長は，前項の規定により申請をしたもののうち，提出された

事業計画書等により，次に掲げる基準に最も適合していると認

めるものを，旧齋藤家別邸の指定管理者とするものとする。 

(1) 旧齋藤家別邸の平等利用が確保されること。 

(2) 旧齋藤家別邸の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の

縮減が図られるものであること。 

(3) 事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有していること。 

(指定管理者の業務の範囲) 

第20条 指定管理者が行う業務の範囲は，次のとおりとする。 

(1) 休館日又は開館時間の変更に関する業務。ただし，休館日又

は開館時間を変更する場合は，あらかじめ市長の 

承認を受けなければならない。 

( (2) この条例の規定による許可に関する業務 

(3) 観覧料等の納付期日の決定及び免除に関する業務 

(4) 第2条に規定する事業の実施に関する業務 

(5) 第15条の規定による退去等の命令に関する業務 

(6) 第16条第2項の規定による原状回復について必要な措置の命

令に関する業務 

(7) 旧齋藤家別邸の施設及び設備の維持管理に関する業務 

((8) その他旧齋藤家別邸の管理上，市長が必要と認める業務(秘密

を守る義務) 

第21条 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た秘密を他に

漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

(個人情報の取扱い) 

第22条 指定管理者は，個人に関する情報(以下「個人情報」とい

う。)の漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のために必

要な措置を講じなければならない。 

2 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た個人情報をみだ

りに他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならない。そ

の職を退いた後も同様とする。 

(その他) 

第23条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要

な事項は，規則で定める。 

別表第1(第5条関係)   

期間 開館時間 

4月1日から9月30日まで 午前9時30分から午後6時まで 

10月1日から翌年3月31日まで 午前9時30分から午後5時まで 

別表第2(第9条関係)

備考                                  

1 この表において「団体」とは，一般及び小学生・中学生の人数

の合計が20人以上である団体をいう。 

2 この表において「一般」とは，小学生・中学生以外の者で15歳

以上のものをいう。 

3 この表において「小学生・中学生」とは，学校教育法(昭和22

年法律第26号)に規定する小学校，中学校及びこれらに準ずる学

校の児童及び生徒をいう。 

区分 観覧料の額(1人につき)(円) 

個人 団体 

一般 300 240

小学生・中学生 100 80

関係法令等 

○新潟市旧齋藤家別邸条例 (抜粋) 

平成23年9月29日 条例第46号  

(設置) 

第1条 近代の新潟を代表する豪商の別荘である旧齋藤家別邸をみ

なとまちで育まれたもてなしの文化を体感できる場として活用

し，かつて柳都と呼ばれた新潟の繁栄ぶりを市内外に発信する

ことにより，市民文化の向上，観光交流の推進及び地域の活性

化に寄与することを目的として，新潟市旧齋藤家別邸(以下「旧

齋藤家別邸」という。)を新潟市中央区西大畑町576番地に設置

する。 

(事業) 

第2条 旧齋藤家別邸は，前条に規定する目的を達成するため，次

に掲げる事業を行う。 

(1) 旧齋藤家別邸の施設を公開すること。 

(2) 旧齋藤家別邸の施設を文化活動，観光交流等のための利用に

供すること。 

(3) 文化，観光交流等に関する催物を開催すること。 

(4) 市内の文化施設，観光資源等に関する情報を提供すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか，前条に規定する目的を達成する

ために必要な事業 

(施設) 

第3条 旧齋藤家別邸に，次に掲げる施設を置く。 

(1) 一階大広間 

(2) 一階座敷 

(3) 西の間 

(4) 土蔵 

(5) 配膳室 

(6) 二階大広間 

(7) 二階座敷 

(8) 茶室 

(9) 東の間 

(10) 交流スペース 

(11) 庭園 

(休館日) 

第4条 旧齋藤家別邸の休館日は，次に掲げるとおりとする。ただ

し，市長が特に必要があると認める場合は，臨時にこれを変更

することができる。 

(1) 月曜日(国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規

定する休日(以下「休日」という。)に当たる日を除く。) 

(2) 休日の翌日(その日が日曜日，土曜日又は休日に当たる場合は，

その日後においてその日に最も近い日曜日，土曜日又は休日で

ない日) 

(3) 12月28日から翌年1月3日まで 

(開館時間) 

第5条 旧齋藤家別邸の開館時間は，別表第1のとおりとする。ただ

し，市長が特に必要があると認める場合は，臨時にこれを変更

することができる。 

(利用の許可) 

第6条 第3条第1号から第8号までに掲げる施設(以下「一階大広間

等」という。)を利用しようとするものは，あらかじめ市長の許

可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しようと

する場合も，同様とする。 

(利用の制限) 

第7条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，一階大広

間等の利用を許可しない。 

(1) 一階大広間等の利用の目的又は内容が公の秩序又は善良の風

俗に反するおそれがあると認められる場合 

(2) 一階大広間等の利用の内容又は方法が旧齋藤家別邸の施設又

は設備を損傷し，又は汚損するおそれがあると認められる場合 

(3) 前2号に掲げるもののほか，一階大広間等の管理上支障がある

と認められる場合 

(利用の取止めの申出) 

第8条 一階大広間等の利用の許可を受けたもの(以下「利用者」と

いう。)は，一階大広間等の利用を取り止めようとする場合は，

市長にその旨を申し出なければならない。 

(観覧料及び使用料) 

第9条 市長は，旧齋藤家別邸を観覧しようとするものから別表第2

に掲げる観覧料を徴収する。 

2 市長は，利用者から別表第3に掲げる使用料を徴収する。 

(観覧料等の徴収の時期) 

第10条 観覧料は旧齋藤家別邸を観覧しようとする時に，使用料は

一階大広間等の利用を許可する時に徴収する。ただし，市長は，

特別の理由があると認める場合は，別にその観覧料及び使用料

(以下「観覧料等」という。)の納付期日を定めることができる。 

(観覧料等の免除) 

第11条 市長は，規則で定める特別の理由があると認める場合は，

観覧料等の全部又は一部を免除することができる。 

(観覧料等の不還付) 

第12条 既納の観覧料等は，還付しない。ただし，市長は，第15

条第2項の規定により処分をした場合その他規則で定める特別

の理由があると認める場合は，その観覧料等の全部又は一部を

還付することができる。 

(行為の制限) 

第13条 利用者及び旧齋藤家別邸の入場者(以下「利用者等」とい

う。)は，旧齋藤家別邸内において，次に掲げる行為をしてはな

らない。ただし，第4号及び第5号に掲げる行為について市長の

許可を受けた場合は，この限りでない。 

(1) 施設又は設備を損傷し，汚損し，又は亡失すること。 

(2) 植物を採取し，又は損傷すること。 

(3) 指定された場所以外の場所で火気を使用すること。 

(4) 物品の販売その他これに類する行為をすること。 

(5) 指定された場所以外の場所で飲食すること。 

(6) 他人に迷惑をかける行為をすること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか，市長が旧齋藤家別邸の管理上支

関
係
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るとおりとする。                                   

(観覧料等の納付期日決定の申請等)                          

第8条 条例第10条ただし書の規定により別に観覧料又は使用料の

納付期日の決定を受けようとするものは，別記様式第5号による

観覧料等納付期日決定申請書を指定管理者に提出しなければな

らない。                                 

2 指定管理者は，前項の規定により観覧料等納付期日決定申請書

が提出された場合において，特別の理由があると認めるときは，

別記様式第6号による観覧料等納付期日決定通知書により申請

者に通知するものとする。                             

(観覧料等の免除)                               

第9条 条例第11条の規則で定める特別の理由があると認める場合

は，別表第2の左欄に掲げる場合とし，それぞれ同表の右欄に定

めるところにより観覧料及び使用料を免除することができる。               

2 条例第11条の規定により観覧料又は使用料の免除を受けようと

するものは，別記様式第7号による観覧料等免除申請書を指定管

理者に提出しなければならない。ただし，別表第2の2の項に規

定する場合は，この限りでない。                            

3 指定管理者は，前項の規定により観覧料等免除申請書が提出さ

れた場合において，観覧料又は使用料の免除を決定したときは，

別記様式第8号による観覧料等免除決定通知書により申請者に

通知するものとする。ただし，別表第2の7の項の規定を適用し

ようとする場合は，あらかじめ市長の承認を受けなければなら

ない。                                           

4 前2項の規定にかかわらず，別表第2の3の項又は4の項に規定す

る場合は，同表3の項又は4の項に規定する身体障害者手帳，精

神障害者保健福祉手帳又は療育手帳を提示して観覧料の免除を

受けることができる。                            

(観覧料等の還付)                                

第10条 条例第12条ただし書の規則で定める特別の理由があると

認める場合は，別表第3の左欄に掲げる場合とし，それぞれ同表

の右欄に定めるところにより観覧料及び使用料を還付すること

ができる。                                 

2 条例第12条ただし書の規定により観覧料又は使用料の還付を受

けようとするものは，別記様式第9号による観覧料等還付申請書

を速やかに市長に提出しなければならない。 

3 市長は，前項の規定により観覧料等還付申請書が提出された場

合において，観覧料又は使用料の還付を決定したときは，別記

様式第10号による観覧料等還付決定通知書により申請者に通知

するものとする。                            

(届出)                                               

第11条 利用者及び新潟市旧齋藤家別邸(以下「旧齋藤家別邸」と

いう。)の入場者は，次の各号のいずれかに該当する場合は，直

ちにその旨を指定管理者に届け出なければならない。                                 

(1) 一階大広間等の利用を終了した場合                                        

(2) 旧齋藤家別邸の施設又は設備を損傷し，汚損し，又は亡失し

た場合                                    

(3) 旧齋藤家別邸において災害その他事故が発生した場合                

(指定管理者の指定の申請)

第12条 指定管理者の指定を受けようとするものは，別記様式第11

号による指定管理者指定申請書により，市長に申請しなければ

ならない。 

2 条例第19条第1項の規則で定める書類は，次に掲げるものとする。 

(1) 定款，寄附行為又はこれらに準ずるもの

(2) 役員名簿

(3) 経営状況に関する書類

(4) 納税を証する書類  

(5) その他市長が必要と認める書類                   

(徴収委託)  

第13条 市長は，地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第158条

第1項の規定により，私人に観覧料及び使用料の徴収の事務を委

託すること(以下「徴収委託」という。)ができる。   

(徴収事務委託証)

第14条 市長は，前条の規定により徴収委託をした者(以下「受託

者」という。)に別記様式第12号による観覧料等徴収事務委託証

(以下「委託証」という。)を交付するものとする。   

(徴収委託の告示及び公表)

第15条 市長は，第13条の規定により徴収委託をした場合は，その

旨を新潟市公告式条例(昭和25年新潟市条例第37号)第2条第2項

に定める掲示場に掲示して告示し，かつ，市公報への登載その

他の方法により公表しなければならない。               

(受託者の領収証書の交付)

第16条 受託者は，徴収委託を受けた観覧料又は使用料を徴収した

場合は，領収証書を納入義務者に交付しなければならない。 

(徴収した観覧料等の払込み)

第17条 受託者は，徴収した観覧料及び使用料をその徴収した日の

翌日(その日が休館日又は日曜日，土曜日若しくは国民の祝日に

関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日(以下「休日」

という。)に当たる場合は，これらの日の翌日)までに会計管理

者又は指定金融機関，指定代理金融機関若しくは収納代理金融

機関に払い込まなければならない。

(徴収委託の解除)

第18条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，徴収委託

を解除するものとする。 

(1) 受託者が不正な行為をした場合

(2) 受託者が市長又は会計管理者の指示に従わなかった場合 

(3) 受託者から徴収委託の解除の申出があった場合 

(4) その他市長が徴収委託をすることが不適当であると認める場

合                                 

2 前項の規定により徴収委託を解除された者は，直ちに市長に委

託証を返納しなければならない。

3 第15条の規定は，第1項の規定により徴収委託を解除した場合に

ついて準用する。                          

(その他)                               

第19条 この規則に定めるもののほか，この規則の施行に関し必要

な事項は，市長が別に定める。

別表第3(第9条関係) 

備考                                       

1 午前及び午後の区分を継続して利用する場合の使用料の額は，

各区分の使用料の額の合計額とする。                         

2 利用時間が上表及び備考1に規定する利用時間に満たない場合

でも，時間割計算は，行わない。                                    

3 一階大広間等の利用の許可を受けた期間のうちに休館日がある

場合は，当該休館日に係る使用料は，徴収しない。ただし，当

該休館日に物品等の搬入又は搬出のため一階大広間等を利用す

る場合は，上表，備考1，備考2及び備考4の規定により使用料を

徴収する。                                       

4 上表に規定する利用時間以外の時間(備考1に規定する場合にお

ける正午から午後1時までの時間を除く。)に利用する場合の使

用料の額は，1時間につき，その利用が午前6時から午前9時30分

までの場合及び正午から午後1時までの場合は午前の，午後5時

から翌日の午前6時までの場合は午後の区分の使用料の額を時

間割して計算した額とする。この場合において，その利用時間

に1時間に満たない端数があるときは，これを1時間に切り上げ

る。                                       

5 宣伝，販売その他の営利の目的をもって利用する場合の使用料

の額は，上表，備考1，備考3ただし書及び備考4に規定する使用

料の額の200％に相当する額とする。                             

6 規則で定める冷暖房機を使用する期間の一階大広間(1)，一階大

広間(2)，西の間(1)，西の間(2)及び配膳室並びに規則で定める

暖房機を使用する期間の一階座敷(1)，一階座敷(2)，二階大広

間(1)，二階大広間(2)及び二階座敷の使用料の額は，上表，備

考1，備考3ただし書，備考4及び備考5に規定する使用料の額の

30％に相当する額を加えた額とする。                           

7 一階大広間等の附属設備に係る使用料については，実費等を勘

案して市長が別に定める。                              

○新潟市旧齋藤家別邸条例施行規則（抜粋） 

平成23年9月29日 

規則第63号 

改正 平成23年9月29日規則第72号 

平成24年3月16日規則第13号 

平成25年3月25日規則第43号 

(趣旨) 

第1条 この規則は，新潟市旧齋藤家別邸条例(平成23年新潟市条例

第46号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。

(利用の許可申請等) 

第2条 条例第6条前段の規定により条例第3条第1号から第8号まで

に掲げる施設(以下「一階大広間等」という。)の利用の許可を

受けようとするものは，別記様式第1号による利用許可申請書を

指定管理者に提出しなければならない。   

2 利用許可申請書の受付開始日は，利用開始日の3月前の日(その

日が条例第4条に規定する休館日(以下「休館日」という。)に当

たる場合は，その翌日)からとする。ただし，指定管理者が特別

の理由があると認める場合は，この限りでない。

3 条例第6条後段の規定により一階大広間等の利用の変更の許可

を受けようとするもの及び条例第8条の規定により一階大広間

等の利用の取止めの申出をしようとするものは，別記様式第2号

による利用変更許可申請書兼利用取止申出書を指定管理者に提

出しなければならない。  

(利用の許可の基準)

第3条 一階大広間等の利用の許可は，その利用許可申請書が受理

された順序によってするものとする。この場合において，2以上

の利用許可申請書が同時に提出されたときは，協議又は抽選に

よるものとする。

(利用許可書等の交付)

第4条 指定管理者は，一階大広間等の利用の許可をする場合は，

別記様式第3号による利用許可書を交付するものとする。  

2 指定管理者は，一階大広間等の利用の変更の許可をする場合は，

別記様式第4号による利用変更許可書を交付するものとする。

(利用許可書等の提示)

第5条 一階大広間等の利用の許可(変更の許可を含む。)を受けた

もの(以下「利用者」という。)は，一階大広間等を利用しよう

とする場合は，その利用許可書(変更の許可を受けたものにあっ

ては，利用変更許可書)を指定管理者に提示しなければならない。

(冷暖房機等の使用期間)

第6条 条例別表第3備考6の規則で定める冷暖房機を使用する期間

は6月15日から9月30日まで及び11月15日から翌年3月31日まで

とし，同表備考6の規則で定める暖房機を使用する期間は11月15

日から翌年3月31日までとする。ただし，市長は，季候により臨

時にこれを変更することができる。

(附属設備の使用料)

第7条 条例別表第3備考7に規定する実費等を勘案して市長が別に

定める一階大広間等の附属設備に係る使用料は，別表第1に掲げ

施設名 使用料の額(円) 

午前(午前9時30分か

ら正午まで) 

午後(午後1時から午

後5時まで) 

一階大広間(1) 800 1,200

一階大広間(2) 800 1,200

一階座敷(1) 300 400

一階座敷(2) 300 400

西の間(1) 800 1,200

西の間(2) 500 800

土蔵 600 1,000

配膳室 1,000 1,600

二階大広間(1) 800 1,200

二階大広間(2) 800 1,200

二階座敷 300 400

茶室 2,300 3,600



ている施設なので、施設の歴史的・文化的な価値を十分に理解

し、文化財保護法に係る法令・例規との施策に準じて、適正に

管理運営することが求められます。優良な指定管理者に管理運

営させることで、多様化する市民ニーズに柔軟に対応し、本施

設の設置目的をより効果的・効率的に達成することを基本方針

とします。 

2 施設の概要 

基本協定に掲げるとおり 

3 休館日、開館時間 

(1）休館日     月曜日（祝日の場合は翌日） 

祝日の翌日（その日が土曜日又は日曜日の場合

は直近の火曜日）年末年始（12月28日から1

月3日） 

(2）開館時間  4月1日から9月30日：午前9時30分から午

後6時 

10月1日から3月31日：午前9時30分から

午後5時 

4 業務内容 

（1）施設の運営に関する業務 

①受付・貸室業務 

受付時間は開館日の午前9時30分から午後6時（10月か

ら3月は午後5時）まで。 

一階大広間等の利用申込（貸室）は、利用の3ヶ月前の応

答日（その日が休館日の場合はその翌日）から受付を行うこ

と。 

基本的には先着順となるが、同一日の利用希望者が複数の

場合は、抽選等を行うこと。 

受付業務は常時１名以上配置し、利用者へのサービスに支障

なく対応できる人員体制とすること。 

受付業務については受付台帳を整備運用し、正確な管理を行

うこと。 

【主業務内容】 

・観覧者・貸室利用者への対応及び貸室利用許可業務 

・貸室利用者への附属設備の貸し出し業務 

・利用者への施設を利用する際の注意事項や助言、指導 

・各種申請書類や利用者に対する広報物などの整備業務 

・電話による問い合わせや、施設見学等への対応業務 

②観覧料及び使用料の徴収事務 

指定管理者は市に代り、観覧者・貸室利用者から観覧料・使

用料（以下、「観覧料等」とする。）を徴収し、翌日（その日が

銀行休業日の場合は翌営業日）までに新潟市会計管理者へ納付

すること。なお、観覧料については、観覧をしようとする時、

使用料については特別な場合を除き前納とするが、サービス向

上の観点から変更することもできる。 

また、観覧料等の還付が必要な場合は、市から申請者の指定

口座へ直接振込みを行うので、規則に定める別記様式第9号「新

潟市旧齋藤家別邸使用料還付申請書」を受付し、内部決裁のう

え、中央区地域課あてに経由すること。 

※詳細は、「新潟市旧齋藤家別邸条例施行規則」参照 

【主業務内容】 

・観覧者・貸室利用者から条例及び規則に定める金額の徴収と

領収書の発行 

・徴収した使用料の、新潟市会計管理者への払い込み業務 

・納付期日の決定に関する業務 

・観覧料等の還付にかかる経由事務 

・帳簿類等の収納関係書類の整備 

(2）施設の管理に関する業務 

①保守管理業務 

建築物等（建築物、塀漆喰壁、門扉等）については日常的に

点検を行い、良好な状態を維持すること。 

建築設備（電気設備、給排水設備、ガス設備、消防設備、空

調設備、衛生設備等）については、日常点検、定期点検、法定

点検を行い、初期の性能を維持すること。 

備品等については、施設の運営に支障をきたさないよう、規

則に定める附属設備や設置してある備品や消耗品の適切な保守

管理を行うこと。 

②施設維持管理業務 

清掃業務については、施設全体の美観の維持及び衛生環境を

恒常的に保つため、日常的に清掃を行うこと。また、門前、塀

沿いの道路及び駐車場においても、日常的に清掃を行うこと。 

保安警備業務については、火災、盗難、破壊並びに不法行為

等を予防、発見、防止し、安全かつ円滑な管理運営を行うこと。 

施設保全業務については、施設を安全かつ安心して利用でき

るよう、日常的な環境維持管理に努めること。また、建築物や

設備等の不具合を発見した際には、速やかに市に報告すること。 

③庭園維持管理 

庭園は、平成27年3月より「旧齋藤氏別邸庭園」として、国

指定名勝に指定されている庭園であるため、庭園の歴史的・文

化的価値を理解し、維持管理を行うこと。 

庭園管理業務については、別に定める庭園維持管理業務仕様

書に基づき業務を実施すること。 

庭園の維持・管理に必要な能力・技術を持った人員を常時１

名以上配置すること。 

(3）市民文化の向上を図る機会の提供（自主事業）に関する業

務 

指定管理者は、市民文化の向上、観光交流の推進及び地域の

活性化に寄与することを目的に設置されているため、施設の魅

力・個性を活かし、地域団体や周辺施設などと連携を図りなが

ら、設置目的に合った事業を主催すること。 

事業の企画・実施に必要な能力・技術を持った人員を配置す

ること。 

【主業務内容】 

・条例に定める施設の設置目的に合った事業の主催 

・地域住民、芸術文化団体、周辺施設との連携 

・交流スペースの活用 

・ボランティアの育成 

【途中省略】                

別表第1(第7条関係) 

備考                                             

1 上表中「1回」とは，条例別表第3に規定する午前の区分(以下「午

前の区分」という。)又は同表に規定する午後の区分(以下「午

後の区分」という。)の利用をいう。 

2 上表中「1日」とは，午前9時30分から午後5時までの利用をいう。 

3 備考2に規定する時間以外の時間に展示ﾊ゚ﾈﾙを利用する場合に

ついては，備考2に規定するもののほか，午後5時から翌日の午

前9時30分までの利用を1日として上表の規定を適用する。 

4 午前の区分及び午後の区分以外の時間に金びょうぶ，毛せん(4

メートル)，毛せん(2メートル)，ワイヤレスアンプ，可搬式映

写スクリーン又は液晶プロジェクターを利用する場合について

は，備考1に規定するもののほか，午前6時から午前9時30分まで，

正午から午後1時まで(条例別表3備考1に規定する場合における

正午から午後1時までを除く。)又は午後5時から翌日の午前6時

までの利用を1回として上表の規定を適用する。 

5 利用時間が備考1から備考4までに規定する利用時間に満たない

場合でも時間割計算は，行わない。 

【以下省略】 

○新潟市旧齋藤家別邸防犯カメラ運用規定

1 趣旨 

  この要領は、個人のプライバシーの保護に配慮しつつ、次

項に定める設置目的を達成するため、新潟市旧齋藤家別邸が

施設に設置する防犯カメラの設置及び運用に関して必要な事

項を定めることにより、その適正な運用を図ることとする。 

2 設置目的 

  防犯カメラは、施設における犯罪抑止とその記録のために

設置することとする。 

3 設置の場所等 

(1)設置場所及び設置台数 

 1階 西の間    2台 

    土蔵     1台 

    交流スペース 1台 

 2階 大広間    1台 

(2) 設置の表示 

入口等施設の見やすい位置に、「防犯カメラ作動中」と記載し

た表示板を掲示する。表示板には、設置者名を記載することと

する。                                

4 管理責任者等 

(1) 防犯カメラの適正な設置運用を図るため管理責任者を置く。

(2) 管理責任者等は、館長とする。 

(3) 管理責任者は、防犯カメラの操作を行わせるため、操作取

扱者を置くこととする。 

 (4) 操作取扱者は、副館長とする。 

5 画像の管理 

(1) 保管場所 

 録画データの保管場所は、事務室内キャビネットとし、操作

取扱者が施錠を行うなどして、適正に管理することとする。 

(2) 利用制限 

  録画データの利用は、管理責任者及び管理責任者が許可した

者以外利用することができない。 

(3) 保存期間及び消去 

 保存期間は、3日間程度とし保存期間を経過した画像は、上書

き等により速やかに、かつ、確実に消去することとする。 

(4)画像の不必要な複製等の禁止 

 記録された画像の複製や加工を行わないことする。 

6 画像の利用及び提供の制限 

 (1) 記録された画像は、設置目的以外に利用しないこととす

る。また、次の場合を除き第三者に提供しないこととする。 

  ア 法令に基づく場合 

  イ 市民等の生命、身体及び財産の安全の確保その他公共

の利益のために緊急の必要がある場合。 

  ウ 捜査機関等から犯罪・事故の捜査等のため閲覧を求め

られたことに対して、協力する必要がある場合 

(2) 閲覧・提供に当たっては、相手先から身分証明書の提示を

求めるなど身元の確認を行うとともに、閲覧・提供を行った

日時、相手先、目的・理由、画像の内容等を記録しておく。 

7 苦情等への対応 

  管理責任者は、防犯カメラの設置及び管理に関する苦情や

問い合わせを受けたときは、誠実かつ迅速に対応することと

する。 

（附則） 

この規程は、平成28年4月1日から施行する。 

○新潟市旧齋藤家別邸指定管理者業務仕様書

1 管理運営に対する基本方針 

 新潟市旧齋藤家別邸（以下「旧齋藤家別邸」という。）は、新

潟市旧齋藤家別邸条例第１条（設置目的）に基づき、近代の新

潟を代表する豪商の別荘である旧齋藤家別邸の庭園と建物を公

開し、みなとまちで育まれたもてなしの文化を体感できる場と

して活用することで、かつて柳都と呼ばれた新潟の繁栄ぶりを

内外に発信し、もって市民文化の創造、観光交流の推進及び地

域の活性化を図ることを目的としています。また、旧齋藤家別

邸は、庭園が平成２７年３月より国指定名勝として指定を受け

種類 単位 利用区分 使用料の額

(円) 

金びょうぶ 半双 1回につき 600

毛せん(4メートル) 1枚 1回につき 300

毛せん(2メートル) 1枚 1回につき 150

展示パネル 1枚 1日につき 100

ワイヤレスアンプ 一式 1回につき 100

可搬式映写スクリーン 1台 1回につき 400

液晶プロジェクター 1台 1回につき 800

関
係
法
例
等



指定管理者に対し、指定管理者が管理する指定管理施設に関

するものの情報公開請求があった場合は、その情報について公

開に努めなければならない。また、市が保有しない文書で、指

定管理者が保有し管理する指定管理施設に関する文書について

情報公開請求があった場合は、市の求めに応じて公開に努める

こととする。 

10 経費関係 

(1）経費の支払い 

会計年度は4月1日から翌年3月31日までとし、指定管理料

は、会計年度ごとに支払う。各年度の支払時期や額、方法につ

いては年度協定にて定める。 

(2）市が支払う指定管理料に含まれる経費 

市が支払う指定管理料は、人件費、管理費とする。なお、管理

費に含まれる修繕料については、年度終了後の実績に基づき精

算を行う。 

(3）立入検査について 

市は、必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行

う。 

11 備品等、修繕、リスク負担 

(1) 消耗品・備品の定義 

原則として，1件につき3万円未満のものを消耗品とし，それ

以上は備品とする。 

(2）備品の管理 

備品は備品台帳により数量管理を行うこと。貸出用備品は、常

に良好な状態に保つよう点検を行うこと。 

備品が経年劣化、破損及び不具合等により業務実施の用に供す

ることができなくなった場合は、市に報告し、指示を受けるこ

と。 

(3）消耗品 

消耗品は、管理業務実施のため、指定管理者が自己の費用によ

り購入又は調達すること。 

(4）備品等の扱い 

備品は、指定管理期間の終了に際し、市又は次期指定管理者に

引き継がなければならない。 

消耗品は、原則、指定管理者が自己の責任で撤去・撤収するも

のとする。ただし、市と指定管理者の協議において両者が合意

した場合、市又は次期指定管理者に引き継ぐことができるもの

とする。 

(5）施設等の修繕 

施設、設備及び備品の修繕については、原則として1件5万円

を超える修繕については事前協議を行うこととし、その他の修

繕は指定管理者の責任において行うものとする。 

ただし、指定管理者の管理上における瑕疵及び指定管理者の責

めに帰すべき事由によるものについては、いずれも指定管理者

の負担とし、指定管理料以外から支出すること。 

(6）リスク分担 

リスク分担は、基本協定別紙３のとおりとし、リスク分担表に

記載されたリスク以外の負担については、その都度、協議を行

い決定する。 

12 事業報告書関係 

(1）毎月報告すべき内容（翌月10日まで） 

・管理業務の実施状況 

施設等の修繕、定期点検、法定点検の実績 

・管理施設の利用状況 

利用人数、稼働率等の利用実績 

・徴収事務委託観覧料等収納状況 

観覧料等収入実績 

・人材育成の実施状況 

職員研修や避難訓練などの実績 

・管理経費等の執行状況 

指定管理料の執行実績 

・その他新潟市が指示する事項 

(2）年度末に報告すべき内容（年度終了後30日以内） 

・管理業務の実施状況 

施設等の修繕、定期点検、法定点検の実績 

・管理施設の利用状況 

利用人数、稼働率等の利用実績 

・徴収事務委託観覧料等収納状況 

観覧料等収入実績 

・人材育成の実施状況 

職員研修や避難訓練などの実績 

・管理経費等収支報告書 

指定管理料の執行実績 

・その他新潟市が指示する事項 

(3）その都度に報告すべき内容（事象発生後、速やかに報告） 

・事故報告書 

施設において事故等が発生した場合は、速やかにその内容を市

へ報告すること。 

・変更届出書 

指定管理者は、当該施設に係る指定管理者の申請内容に変更が

生じた場合は、速やかにその内容を市へ報告すること。 

13 損害賠償責任保険関係 

指定管理者の故意又は過失、施設の瑕疵等が原因で、利用者等

に対し損害賠償を行う必要が生じる可能性がある。その際、指

定管理者の責めに帰すべき事由により損害が生じた場合は、指

定管理者に損害賠償義務が生じることから、原則として指定管

理者は、施設利用者等の身体・財物に対する損害賠償責任保険

へ加入すること。

14 指定管理者名の表示  

指定管理者が管理運営している市の施設である旨を明確にす

るため、「指定管理者名」と設置者としての「市の連絡先（所管

課名、電話番号など）」を施設に表示、又は案内パンフレット等

に明記すること。

15 自己評価の実施

指定管理者は、協定書及び業務仕様書に定められた業務につ

いて、日報や月報に記録するなど、施設管理業務や自主事業の

・事業実施に伴う、市との事前協議 

(4）その他の業務 

①事業計画書及び収支予算書の作成 

次年度の事業計画書及び収支予算書を本市が指定する期日ま

でに作成し、本市に提出すること。 

②業務報告書等の作成 

 下記により業務報告書等を作成し、市に提出すること。 

・日報の作成 

・月報の作成（業務報告書） 

・年報の作成（事業実績報告書） 

・修繕や点検実績の作成 

・随時報告書の作成 

③防災・危機管理等に関する業務 

施設を管理するにあたり、防火管理者を選任すること。 

予見される様々な危機に備え、緊急連絡網や危機管理マニュ

アルを作成するとともに、避難誘導・情報連絡・緊急活動等の

役割分担・体制を明確にして職員に周知し、定期的に訓練を実

施すること。 

施設内でのけが人や体調不良者に対して適切な応急措置を行

うこと。また事故があった場合は、市へ報告すること。 

施設内に配置している自動体外式除細動器（ＡＥＤ）につい

て、常に良好な状態で使用できるよう点検を行うとともに、知

識・技術等の習得に努めること。 

災害発生時には、避難所やボランティア活動拠点、物資集配

拠点等として極めて重要な役割を担うことが想定されるため、

開設準備等の初動対応も含め対応を求める可能性がある。なお、

避難所等の開設に伴う費用負担は、別途協議する。 

④引継ぎ業務 

指定管理者は、指定期間開始までに現指定管理者から円滑か

つ支障なく業務を遂行できるよう、引継ぎを受けること。引継

日は、市が調整する。 

指定管理者は、指定期間終了時に次期指定管理者が円滑かつ

支障なく業務を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。引継日は、

市が調整する。 

指定管理者は、指定期間の満了日までに引継ぎに必要な事項

を記載した業務引継書等を作成し、次期指定管理者に引継ぐこ

と。 

引継ぎに際しては、市が立ち会い、新旧指定管理者において

引継ぎの完了を確認する書面を取り交わすこと。 

⑤市との連絡調整業務 

 市からの連絡物受け取りや必要な連絡調整のため、原則とし

て週１回中央区役所地域課へ来庁すること。 

5 公の施設目標管理型評価書 

(1）評価体制と時期 

市は、地方自治法第244条の2に基づき、指定管理者の管理

する公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対して、

当該管理業務又は経理の状況に関して4（4）②による報告を求

め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

指定管理者は、定期的に下記「達成すべき要求水準」を測定

し、評価を行うこと。水準値を達成できない場合、指定管理者

は、改善を図るための提案を行い、市の承認を得て実施するこ

と。 

市は、下記「達成すべき要求水準」に基づき、定期的なモニ

タリング及び毎年度末に評価を実施するとともに、その内容を

公表する。 

(2）達成すべき要求水準 

本市と協議の上「公の施設目標管理型評価書」を定める。 

6 指定管理業務の再委託 

指定管理者は、当該施設の管理運営に係る業務を一括して第三

者に委託することはできない。 

再委託が可能な業務は、消防設備、空調設備の保守点検など特

殊な技術や資格を要する業務や清掃、警備などの単純な作業、

一時的に発生する業務などで、再委託をする場合は、事前に市

へ「再委託に関する承認申請書」を提出し、「再委託承認書」に

より承認を受けること。 

7 行政財産使用許可の取り扱い 

売店や自動販売機などを指定管理者の自主事業として実施す

るにあたり、土地又は建物を占有する場合は、市の行政財産の

使用許可を得る必要がある。 

このとき、指定管理者は、「新潟市財産条例」に基づく使用料

を市に納付すること。 

自動販売機については、利益の一部を施設の運営に充て、指

定管理料を削減する場合に限り、自主事業として設置すること

ができる。 

8 法令等の遵守 

本施設の管理・運営にあたり、関係法令を遵守すること。下記

に主な条例等を掲げる。 

・新潟市旧齋藤家別邸条例 

・新潟市旧齋藤家別邸条例施行規則 

・新潟市個人情報保護条例 

・新潟市情報公開条例 

・新潟市における法令遵守の推進等に関する条例 

・新潟市暴力団排除条例 

・新潟市財産条例 

・その他関係法令 

9 守秘義務、個人情報保護の取り扱い、情報公開請求への対応 

管理運営業務に従事する者若しくは従事していた者は、業務

上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的

に使用してはならない。指定期間終了後若しくは指定管理者の

取消後又はその職を退いた後も同様とする。 

指定管理者は、個人情報の収集及び使用については、適正に

管理し、漏えい、滅失及びき損等がないよう必要な措置を講じ

なければならない。 

指定管理者では個人情報の開示請求は受け付けない。指定管

理者が、指定管理業務上保有する個人情報については、市のみ

を窓口として開示し、指定管理者は市への開示義務を負う。 



について、文化庁長官がその保護上特に必要があると認める

ときは、自ら第5号に掲げる事務（法第92条第1項の規定に

よる届出の受理及び法第94条第1項又は第97条第1項の規

定による通知の受理を除く。）を行うことを妨げない。                                

一 法第35条第3項（法第83条、第118条、第120条及び第

172条第5項において準用する場合を含む。）の規定による指

揮監督（管理に係るものに限る。）並びに法第36条第3項（83

条、第121条第2項（法第172条第5項において準用する場

合を含む。）及び第172条第5項において準用する場合を含

む。）、第46条の2第2項及び第129条第2項において準用す

る法第35条第3項の規定による指揮監督                                           

二 法第43条第4項（法第125条第3項において準用する場合

を含む。）の規定による現状変更又は保存に影響を及ぼす行為

（以下「現状変更等」という。）の停止命令（文化庁長官が許

可した現状変更等に係るものに限る。）                                 

三 法第51条第5項（法第51条の2（法第85条において準用

する場合を含む。）及び第85条において準用する場合を含

む。）の規定による公開の停止命令（公開に係る重要文化財又

は重要有形民俗文化財が当該都道府県の区域内に存するもの

である場合に限る。）及び法第84条第2項において準用する

法第51条第5項の規定による公開の停止命令                          

四 法第53条第4項の規定による公開の停止命令（文化庁長官

が許可した公開に係るものに限る。）                           

五 法第92条第1項の規定による届出の受理、同条第2項の規

定による指示及び命令、法第94条第1項の規定による通知の

受理、同条第2項の規定による通知、同条第3項の規定によ

る協議、同条第4項の規定による勧告、法第97条第1項の規

定による通知の受理、同条第2項の規定による通知、同条第

3項の規定による協議並びに同条第四項の規定による勧告                             

２ 法第93条第1項において準用する法第92条第1項の規定

による届出の受理、法第93条第2項の規定による指示、法第

96条第1項の規定による届出の受理、同条第2項又は第7項

の規定による命令、同条第3項の規定による意見の聴取、同

条第5項又は第7項の規定による期間の延長及び同条第8項

の規定による指示についての文化庁長官の権限に属する事務

は、都道府県の教育委員会（地方自治法（昭和22年法律第

67号）第252条の19第1項の指定都市（以下「指定都市」

という。）の区域内における土地の発掘又は遺跡の発見に係る

ものにあっては、当該指定都市の教育委員会）が行うことと

する。ただし、我が国にとつて歴史上又は学術上の価値が特

に高いと認められる埋蔵文化財について、文化庁長官がその

保護上特に必要があると認めるときは、自らこれらの事務（法

第93条第1項において準用する法第92条第1項の規定によ

る届出の受理及び法第96条第1項の規定による届出の受理を

除く。）を行うことを妨げない。                      

３ 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の

教育委員会（第1号及び第3号に掲げるものにあっては第1

号イ及びロに掲げる現状変更等が指定都市又は地方自治法第

252条の22第1項の中核市（以下「指定都市等」という。）

の区域内において行われる場合、第2号に掲げるものにあっ

ては指定都市等の区域内において公開が行われ、かつ、当該

公開に係る重要文化財が当該指定都市等の区域内に存するも

ののみである場合においては、当該指定都市等の教育委員会）

が行うこととする。

一 次に掲げる現状変更等に係る法第43条の規定による許可及

びその取消し並びに停止命令 

イ 建造物である重要文化財と一体のものとして当該重要文化

財に指定された土地その他の物件（建造物を除く。）の現状変

更等 

ロ 金属、石又は土で作られた重要文化財の型取り

二 法第53条第1項、第3項及び第4項の規定による公開の許

可及びその取消し並びに公開の停止命令（公開に係る重要文

化財が当該都道府県又は指定都市等の区域内に存するものの

みである場合に限る。）                        

三 法第54条（法第172条第5項において準用する場合を含む。）

及び第55条の規定による調査（第1号イ及びロに掲げる現状

変更等に係る法第43条第1項の規定による許可の申請に係る

ものに限る。）                            

４ 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の

教育委員会（第1号イからリまで及びルに掲げる現状変更等

が市の区域（法第115条第1項に規定する管理団体（以下こ

の条において単に「管理団体」という。）が都道府県である史

跡名勝天然記念物の管理のための計画（以下この条において

「管理計画」という。）を当該都道府県の教育委員会が定めて

いる区域を除く。以下この項において「特定区域」という。）

内において行われる場合、同号ヌに掲げる現状変更等を行う

動物園又は水族館が特定区域内に存する場合並びに同号ヲに

規定する指定区域が特定区域内に存する場合にあっては、当

該市の教育委員会）が行うこととする。   

一 次に掲げる現状変更等（イからチまでに掲げるものにあっ

ては、史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内において行わ

れるものに限る。）に係る法第125条の規定による許可及びそ

の取消し並びに停止命令  

イ 小規模建築物（階数が二以下で、かつ、地階を有しない木

造又は鉄骨造の建築物であって、建築面積（増築又は改築に

あっては、増築又は改築後の建築面積）が120平方メートル

以下のものをいう。ロにおいて同じ。）で2年以内の期間を限

って設置されるものの新築、増築又は改築  

ロ 小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又は改築にあっ

ては、建築の日から50年を経過していない小規模建築物に係

るものに限る。）であつて、指定に係る地域の面積が150ヘク

タール以上である史跡名勝天然記念物に係る都市計画法（昭

和43年法律第100号）第8条第1項第1号の第一種低層住居

専用地域又は第二種低層住居専用地域におけるもの

ハ 工作物（建築物を除く。以下このハにおいて同じ。）の設置

若しくは改修（改修にあっては、設置の日から50年を経過し

実施状況、施設の利用状況、苦情や要望の件数、収支状況等を

把握し、自ら分析・評価を行うこと。自己評価の実施により、

管理運営の見直しや業務の改善を行うこととする。                     

16 留意事項                                   

(1）施設の運営に関する留意事項                                     

指定管理者が施設の管理運営を行う上で規程などを作成する

場合は、事前に市と協議を行うこと。                                            

(2）施設の管理に関する留意事項                         

敷地内は全館禁煙とする。                                               

(3）身分の明示                                       

施設の管理運営に従事する職員は、利用者から施設の関係者で

あることがわかるよう、名札を着用すること。                          

(4）調査等の協力                                     

市からの各種調査や資料作成等の依頼を受けた時は、協力する

こと。                                             

(5）その他                                   

本件業務に関して定めのない事項又は不明な点については、市

と指定管理者で協議の上、定めるものとする。

○文化財保護法（抜粋）

（昭和25年5月30日法律第214号） 

最終改正：平成26年6月13日法律第69号 

第7章 史跡名勝天然記念物 

(現状変更等の制限及び原状回復の命令) 

第百二十五条 史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、文

化庁長官の許可を受けなければならない。ただし、現状変更

については維持の措置又は非常災害のために必要な応急措置

を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微

である場合は、この限りでない。

2 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学省令

で定める。

3 第1項の規定による許可を与える場合には、第43条第3項の規

定を、第1項の規定による許可を受けた者には、同条第4項の

規定を準用する。

4 第1項の規定による処分には、第111条第1項の規定を準用す

る。

5 第1項の許可を受けることができなかつたことにより、又は

第3項で準用する第43条第3項の許可の条件を付せられたこ

とによつて損失を受けた者に対しては、国は、その通常生ず

べき損失を補償する。

6 前項の場合には、第41条第2項から第4項までの規定を準用す

る。

7 第1項の規定による許可を受けず、又は第3項で準用する第43

条第3項の規定による許可の条件に従わないで、史跡名勝天然

記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為を

した者に対しては、文化庁長官は、原状回復を命ずることが

できる。この場合には、文化庁長官は、原状回復に関し必要

な指示をすることができる。

〈参考〉

(現状変更等の制限) 

第四十三条 重要文化財に関しその現状を変更し、又はその保

存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、文化庁長官の

許可を受けなければならない。ただし、現状の変更について

は維持の措置又は非常災害のために必要な応急措置を執る場

合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場

合は、この限りでない。

2 前項但書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学省令で定

める。

3 文化庁長官は、第1項の許可を与える場合において、その許

可の条件として同項の現状の変更又は保存に影響を及ぼす行

為に関し必要な指示をすることができる。

4 第1項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかつた

ときは、文化庁長官は、許可に係る現状の変更若しくは保存

に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は許可を取り消すこと

ができる。

5 第1項の許可を受けることができなかつたことにより、又は

第3項の許可の条件を付せられたことによつて損失を受けた

者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。

6 前項の場合には、第41条第2項から第4項までの規定を準用す

る。

 (修理の届出等) 

第四十三条の二 重要文化財を修理しようとするときは、所有

者又は管理団体は、修理に着手しようとする日の三十日前ま

でに、文部科学省令の定めるところにより、文化庁長官にそ

の旨を届け出なければならない。但し、前条第一項の規定に

より許可を受けなければならない場合その他文部科学省令の

定める場合は、この限りでない。

2 重要文化財の保護上必要があると認めるときは、文化庁長官

は、前項の届出に係る重要文化財の修理に関し技術的な指導

と助言を与えることができる。

第四十一条 第38条第1項の規定による修理又は措置によつて

損失を受けた者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を

補償する。

2 前項の補償の額は、文化庁長官が決定する。

3 前項の規定による補償額に不服のある者は、訴えをもつてそ

の増額を請求することができる。ただし、前項の補償の決定

の通知を受けた日から六箇月を経過したときは、この限りで

ない。

4 前項の訴えにおいては、国を被告とする。

○文化財保護法施行令（抜粋）

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務）

第五条 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府

県の教育委員会が行うこととする。ただし、我が国にとつて

歴史上又は学術上の価値が特に高いと認められる埋蔵文化財

関
係
法
例
等



の外、左に掲げる事項を記載するものとする。                       

一  発掘担当者の氏名及び住所並びに経歴         

二  出土品の処置に関する希望             

（許可申請書の添附書類等）                

第二条  前条の許可申請書には、左に掲げる書類、図面及び写

真を添えなければならない。                

一  現状変更等の設計仕様書及び設計図          

二  現状変更等に係る地域及びこれに関連する地域の地番及

び地ぼうを表示した実測図                

三  現状変更等に係る地域のキヤビネ型写真        

四  現状変更等を必要とする理由を証するに足りる資料があ

るときは、その資料                    

五  許可申請者が所有者以外の者であるときは、所有者の承諾

書                           

六  許可申請者が権原に基く占有者以外の者であるときは、そ

の占有者の承諾書                      

七  管理団体がある場合において、許可申請者が管理団体以外

の者であるときは、管理団体の意見書              

八  管理責任者がある場合において、許可申請者が管理責任者

以外の者であるときは、管理責任者の意見書           

九  前条第2項の場合において、許可申請者が発掘担当者以外

の者であるときは、発掘担当者の発掘担当承諾書       

２  前項第2号の実測図及び同項第3号の写真には、現状変更

等をしようとする箇所を表示しなければならない。     

（終了の報告）                      

第三条  法第125条第1項 の規定による許可を受けた者は、

当該許可に係る現状変更等を終了したときは、遅滞なくその旨

を文化庁長官（法第184条第1項第2号 及び令第5条第4項第

1号 の規定により当該許可を都道府県又は市の教育委員会が行

った場合には、当該都道府県又は市の教育委員会）に報告する

ものとする。                       

２  前項の終了の報告には、その結果を示す写真又は見取図を

添えるものとする。                                                    

（維持の措置の範囲）                                            

第四条  法第125条第1項 ただし書の規定により現状変更に

ついて許可を受けることを要しない場合は、次の各号のいずれ

かに該当する場合とする。                    

一  史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡している場

合において、その価値に影響を及ぼすことなく当該史跡、名勝

又は天然記念物をその指定当時の原状（指定後において現状変

更等の許可を受けたものについては、当該現状変更等の後の原

状）に復するとき。                    

二  史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡している場

合において、当該き損又は衰亡の拡大を防止するため応急の措

置をするとき。                      

三  史跡、名勝又は天然記念物の一部がき損し、又は衰亡し、

かつ、当該部分の復旧が明らかに不可能である場合において、

当該部分を除去するとき。                   

（国の機関による現状変更等）               

第五条  各省各庁の長その他の国の機関が、史跡、名勝又は天

然記念物の現状変更等について、法第168条第1項第1号 又は

第2項 の規定による同意を求めようとする場合には第1条 及

び第2条 の規定を、法第168条第1項第1号 又は第2項 の規

定による同意を受けた場合には第3条 の規定を準用する。  

２  法第百68条第三項 で準用する法第125条第1項 ただし

書の規定により現状変更について同意を求めることを要しない

場合は、前条各号に掲げる場合とする。           

（管理計画）                       

第六条  令第五条第四項 の管理計画には、次に掲げる事項を

記載するものとする。 

一  史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二  指定年月日 

三  史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四  管理計画を定めた教育委員会 

五  史跡、名勝又は天然記念物の管理の状況 

六  史跡、名勝又は天然記念物の管理に関する基本方針 

七  史跡、名勝又は天然記念物の現状変更等の許可の基準及び

その適用区域 

八  その他参考となるべき事項 

２  管理計画には、史跡、名勝又は天然記念物の許可の基準の

適用区域を示す図面を添えるものとする。 

（市の区域に係る事務の処理の開始の公示） 

第七条  令第5条第7項 の規定による公示は、次に掲げる事

項について行うものとする。 

一  令第5条第4項 各号に掲げる事務のうち市の区域に係る

ものの処理を開始する旨 

二  令第5条第4項 各号に掲げる事務のうち市の区域に係る

ものの処理を開始する日     

○文化財保護法施行令第5条第4項第1号イからリまでに掲げ

る史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可の事務の処理基準に

ついて（平成12年4月28日 庁保記第226号 各都道府県教

育委員会あて文化庁次長通知）

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律

(平成11年法律第87号)による改正後の文化財保護法(昭和25

年法律第214号)及び 地方分権の推進を図るための関係法律の

整備等に関する法律の施行に伴う文部省関係政令の整備等に関

する政令(平成12年政令第42号)による改正後の文化 財保護法

施行令(昭和50年政令第267号。以下「令」という。)の施行に

伴い、平成12年4月1日から、令第5条第4項第1号に掲げる

史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為の

許可の事務を都道府県又は市の教育委員会が行うこととなりま

した。ついては、「文化財保護法施行令第五条第四項第一号イ

からリまでに掲げる史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可の

事務の処理基準」が別紙のとおり定められましたので、十分に

ていない工作物に係るものに限る。）又は道路の舗装若しくは

修繕（それぞれ土地の掘削、盛土、切土その他土地の形状の

変更を伴わないものに限る。）                                

ニ 法第115条第1項（法第120条及び第172条第5項におい

て準用する場合を含む。）に規定する史跡名勝天然記念物の管

理に必要な施設の設置又は改修                                 

ホ 電柱、電線、ガス管、水管、下水道管その他これらに類す

る工作物の設置又は改修                                    

ヘ 建築物等の除却（建築又は設置の日から50年を経過してい

ない建築物等に係るものに限る。）                                  

ト 木竹の伐採（名勝又は天然記念物の指定に係る木竹につい

ては、危険防止のため必要な伐採に限る。）                              

チ 史跡名勝天然記念物の保存のため必要な試験材料の採取                   

リ 天然記念物に指定された動物の個体の保護若しくは生息状

況の調査又は当該動物による人の生命若しくは身体に対する

危害の防止のため必要な捕獲及び当該捕獲した動物の飼育、

当該捕獲した動物への標識若しくは発信機の装着又は当該捕

獲した動物の血液その他の組織の採取                                   

ヌ 天然記念物に指定された動物の動物園又は水族館相互間に

おける譲受け又は借受け                                    

ル 天然記念物に指定された鳥類の巣で電柱に作られたもの

（現に繁殖のために使用されているものを除く。）の除却                  

ヲ イからルまでに掲げるもののほか、史跡名勝天然記念物の

指定に係る地域のうち指定区域（当該史跡名勝天然記念物の

管理計画を都道府県の教育委員会（当該管理計画が市の区域

（管理団体が当該都道府県である史跡名勝天然記念物の指定

に係る地域内の区域に限る。）又は町村の区域を対象とする場

合に限る。）又は市の教育委員会（当該管理計画が特定区域を

対象とする場合に限る。）が定めている区域のうち当該都道府

県又は市の教育委員会の申出に係るもので、現状変更等の態

様、頻度その他の状況を勘案して文化庁長官が指定する区域

をいう。）における現状変更等                                             

二 法第130条（法第1722条第5項において準用する場合を含

む。）及び第131条の規定による調査及び調査のため必要な措

置の施行（前号イからヲまでに掲げる現状変更等に係る法第

125条第1項の規定による許可の申請に係るものに限る。）                                     

５ 前項の管理計画に記載すべき事項は、文部科学省令で定め

る。 

６ 都道府県の教育委員会は、管理団体が当該都道府県である

史跡名勝天然記念物について、市の区域を対象とする管理計

画を定めようとするときは、あらかじめ、当該市の教育委員

会に協議し、その同意を得なければならない。これを変更し、

又は廃止しようとするときも、同様とする。                     

７ 第4項の規定により同項各号に掲げる事務のうち市の区域

に係るものを行おうとする都道府県の教育委員会は、文部科

学省令で定めるところにより、その旨を公示しなければなら

ない。これを変更し、又は廃止しようとするときも、同様と

する。                         

８ 文化庁長官は、第4項第1号ヲの規定による指定区域の指

定をしたときは、その旨を官報で告示しなければならない。

９ 第1項本文、第2項本文、第3項及び第四項の場合におい

ては、法の規定中これらの規定により都道府県又は市の教育

委員会が行う事務に係る文化庁長官に関する規定は、都道府

県又は市の教育委員会に関する規定として都道府県又は市の

教育委員会に適用があるものとする。  

○特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の現状変更

等の許可申請等に関する規則 (抜粋)（昭和26年7月13日文

化財保護委員会規則第10号）最終改正：平成27年12月21日

文部科学省令第36号

文化財保護法 （昭和25年法律第214号）第80条 の規定を実

施するため、同法第15条第1項 の規定に基き、特別史跡名勝

天然記念物又は史跡名勝天然記念物現状変更等許可申請規則を

次のように定める。    

（許可の申請） 第一条  文化財保護法 （昭和25年法律第214

号。以下「法」という。）第125条第1項 の規定による許可を

受けようとする者（以下「許可申請者」という。）は、次に掲

げる事項を記載した許可申請書を文化庁長官（法第184条第1

項第2号 及び文化財保護法施行令 （昭和50年政令第267号。

以下「令」という。）第5条第4項第1号 の規定により当該許

可を都道府県又は市の教育委員会が行う場合には、当該都道府

県又は市の教育委員会）に提出しなければならない。     

一  史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝（特別名勝を

含む。以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物を含む。

以下同じ。）の別及び名称 

二  指定年月日                    

三  史跡、名勝又は天然記念物の所在地           

四  所有者の氏名又は名称及び住所           

五  権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所     

六  管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地   

七  管理責任者がある場合は、その氏名及び住所      

八  許可申請者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名並

びに事務所の所在地                   

九  史跡、名勝又は天然記念物の現状変更又は保存に影響を及

ぼす行為（以下「現状変更等」という。）を必要とする理由 

十  現状変更等の内容及び実施の方法           

十一  現状変更等により生ずる物件の滅失若しくはき損又は

景観の変化その他現状変更等が史跡、名勝又は天然記念物に及

ぼす影響に関する事項                  

十二  現状変更等の着手及び終了の予定時期        

十三  現状変更等に係る地域の地番           

十四  現状変更等に係る工事その他の行為の施行者の氏名及

び住所又は名称及び代表者の氏名並びに事務所の所在地  

十五  その他参考となるべき事項             

２  埋蔵文化財の調査のための土地の発掘を内容とする現状

変更等の場合における許可申請書には、前項各号に掲げる事項



(五) 道路についての「土地の形状の変更」には、道路の幅員

の拡幅、路床の削平、側溝の設置及び道路の構造の変更に伴う

ものを含む。                                                    

(六) 工作物の設置、改修又は除却の際に木竹の伐採を伴う場

合には、当該木竹の伐採について、別途、法第80条第1項の規

定による文化庁長官の許 可又は令第5条第4項第1号ヘによる

都道府県又は市の教育委員会の許可を要する(法第80条第1項

ただし書の維持の措置である場合を除く。)。                                             

4 令第5条第4項第1号ニ関係

(一) 「史跡名勝天然記念物の管理に必要な施設」とは、法第

72条第1項の標識、説明板、境界標、囲さくその他の施設をい

う。                          

(二) 設置、改修又は除却に伴う土地の掘削、盛土、切土その

他土地の形状の変更が、設置等に必要な最小限度のやむを得な

い規模を超える場合には、本号による許可の事務の範囲に含ま

れない。                                                   

(三) 標識、説明板、標柱、注意札、境界標又は囲さくその他

の施設であって、史跡名勝天然記念物標識等設置基準規則(昭和

29年文化財保護委員会規則第7号)に定める基準に合致しないも

のについては、その設置又は改修の許可をすることができない。                                     

5 令第5条第4項第1号ホ関係

(一) 「電線」には、配電管内の電線及び電話線等の通信線を

含む。                                                  

(二) 改修については、改修に伴う土地の掘削が埋設の際に掘

削された範囲を超える場合には、本号による許可の事務の範囲

に含まれない。                                                          

6 令第5条第4項第1号ヘ関係                                                 

(一) 「木竹の伐採」とは、幹を切ること及び枝を切断して除

去することをいう。

(二) 「危険防止のため必要な伐採」とは、倒木や落枝によっ

て人身又は建物に危害が及ぶ危険性の高い場合における危険防

止に必要な最小限度のやむを得ない程度の伐採をいう。   

(三) 木竹の伐採が、法第80条第1項ただし書の維持の措置で

ある場合には、許可を要しない。                                                 

7 令第5条第4項第1号ト関係                                      

(一) 「個体の保護のため必要な捕獲」とは、天然記念物に指

定された動物が傷ついている場合や生命の危険にさらされてい

る場合などに当該動物の個体の安全を確保するため、やむを得

ず捕獲することをいう。   

(二) 「生息状況の調査のため必要な捕獲」とは、学術調査、

公共事業の事前又は事後の環境影響評価のための調査等のため、

必要な最小限度のやむを得ない程度の一時的な捕獲をいう。                          

(三) 「人の生命若しくは身体に対する危害の防止のため必要

な捕獲」とは、人の生命若しくは身体に対する危害の防止の必

要性が具体的に生じている場合の捕獲をいい、財産に対する危

害を防止するための捕獲を含まない。

(四) 「捕獲」には、捕殺を含む。                                                

(五) 次の場合は、本号による許可の事務の範囲に含まれない。                   

①「捕獲」と「飼育」又は「標識又は発信機の装着」とが、許

可の事務を行う都道府県又は市の区域を超えて行われる場合

②「捕獲」、「捕獲及び飼育」又は「捕獲及び標識又は発信機

の装着」以外に、移動や採血等天然記念物に指定された動物に

対する他の現状変更等を併せて行う場合   

(六) 標識又は発信機の装着については、標識又は発信機の大

きさ、材質又は装着の方法が天然記念物に指定された動物に著

しい影響を与えるおそれがある場合には、許可をすることがで

きない。  

8 令第5条第4項第1号チ関係

(一) 「動物園」又は「水族館」とは、博物館法(昭和26年法

律第285号)第10条の規定により登録を受けた博物館、同法第

29条の規定により指定された博物館に相当する施設又はそれ以

外の社団法人日本動物園水族館協会の正会員である動物園又は

水族館をいう。

(二) 本号による譲受け又は借受けの許可の場合には、天然記

念物に指定された動物の譲渡若しくは貸出しを行う動物園又は

水族館においては、当該譲渡又は貸出しについての許可を受け

ることを要しない。

(三) 天然記念物に指定された動物の輸出については、法第80

条第1項の規定による文化庁長官の許可を要する。

9 令第5条第4項第1号リ関係

天然記念物に指定された鳥類で、電柱に巣を作るものとしては、

例えば、天然記念物カササギ生息地におけるカササギがある。

御了知の上、適切な事務処理をお願い申し上げます。また、域

内の市の教育委員会に対して周知を図るとともに、適切な事務

処理が図られるよう御配慮願います。                                              

地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の9第1項及び第3

項の規定に基づき、文化財保護法施行令(昭和50年政令第267

号。以下「令」という。)第5条第4項第1号イからリまでに掲

げる史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行

為(以下「現状変更等」という。)の許可の事務を都道府県又は

市の教育委員会が処理するに当たりよるべき基準を次のとおり

定める。            Ⅰ 共通事項                                     

(一) 現状変更等が「市」と当該市以外の「市」又は「町村」

とにまたがって行われる場合には、現状変更等の許可申請は、

許可の権限を有するそれぞれの都道府県又は市の教育委員会が

受理し、許可の事務を行う。この場合には、関係教育委員会相

互間において、必要に応じ、適宜連絡調整を行うものとする。                  

(二) 次の場合には、当該現状変更等の許可をすることができ

ない。                                                               

①史跡名勝天然記念物の適切な保存管理のために策定された

「保存管理計画」に定められた保存管理の基準に反する場合                

②史跡名勝天然記念物の滅失、き損又は衰亡のおそれがある場

合                                                              

③史跡名勝天然記念物の景観又は価値を著しく減じると認めら

れる場合   

④地域を定めて指定した天然記念物に関し、指定対象である動

植物の生息環境又は生態系全体に対して著しい影響を与えるお

それがある場合                                              

(三) 都道府県又は市の教育委員会に対する現状変更等の許可

申請の審査のため、地方公共団体等が事前に発掘調査を行う場

合は、当該発掘調査の実施につき文化財保護法(昭和25年法律

第214号。以下「法」という。)第80条第1項の規定による文

化庁長官の許可を要する。                                          

(四) 都道府県又は市の教育委員会が現状変更等の許可をする

に当たっては、法第80第3項において準用する法第43条第3

項の規定により、許可の条件として次の例のような指示をする

ことができる。なお、当該許可の条件として指示した発掘調査

の実施については、改めて現状変更等の許可を要しない。                                     

①当該現状変更等の事前に発掘調査を行うこと。                     

②当該現状変更等に際し、関係教育委員会の職員の立会いを求

めること。  

③重要な遺構などが発見された場合は、設計変更等により、そ

の保存を図ること。

④当該現状変更等の実施に当たっては、関係教育委員会の指示

を受けること。

⑤当該現状変更等の許可申請書又は添附した書類、図面若しく

は写真の記載事項又は表示事項のうち、現状変更等の内容及び

実施の方法の変更、許可申請者の 変更などの実質的な変更につ

いては、改めて現状変更等の許可を申請すること。ただし、許

可申請者の住所や事務所の所在地の変更など実質的な変更では

ないものについては、その旨を報告すること。

⑥当該現状変更等を終了したときは、遅滞なくその旨を報告す

ること。  

Ⅱ 個別事項

1令第5条第4項第1号イ関係

(一) 「建築面積」とは、建築基準法施行令(昭和25年政令第

338号)第2条第1項第2号に定める建築面積をいう。   

(二) 次の場合は、本号による許可の事務の範囲に含まれない。

①新築については、小規模建築物の設置期間の更新があらかじ

め予想される場合

②改築又は増築については、改築又は増築部分の設置期間が本

体である建築物の新築を完了した日から3ケ月を超える場合

③新築、増築、改築又は除却については、当該新築等に伴う土

地の掘削、盛土、切土その他土地の形状の変更が、当該新築等

に必要な最小限度のやむを得ない規模を超える場合

(三) 新築、増築、改築又は除却の際に木竹の伐採を伴う場合

には、当該木竹の伐採について、別途、法第80条第1項の規定

による文化庁長官の許可 又は令第5条第4項第1号ヘによる都

道府県又は市の教育委員会の許可を要する(法第80条第1項た

だし書の維持の措置である場合を除く。)。

(四) 新築、増築又は改築については、「新築及び除却」、「増

築及び除却」又は「改築及び除却」として許可の申請をさせ、

除却と併せて許可をするものとする。

2 令第5条第4項第1号ロ関係

(一) 新築、増築、改築又は除却に伴う土地の掘削、盛土、切

土その他土地の形状の変更が、新築等に必要な最小限度のやむ

を得ない規模を超える場合には、本号による許可の事務の範囲

に含まれない。

(二) 新築、増築、改築又は除却の際に木竹の伐採を伴う場合

には、当該木竹の伐採について、別途、法第80条第1項の規定

による文化庁長官の許可又は令第5条第4項第1号ヘによる都

道府県又は市の教育委員会の許可を要する(法第80条第1項た

だし書の維持の措置である場合を除く。)。

3 令第5条第4項第1号ハ関係

(一) 「工作物」には、次のものを含む。  

①小規模建築物に附随する門、生け垣又は塀 

②既設の道路に設置される電柱、道路標識、信号機又はガード

レール                               

③小規模な観測・測定機器 

④木道                             

(二) 「道路」には、道路法(昭和27年法律第180号)第3条各

号に掲げる道路(ただし、道路と一体となってその効用を全うす

る施設及び道路の附属物で当該道路に附属して設けられている

ものを除く。)のほか、農道、林道、漁港関連道を含む。  

(三) 「道路の舗装」とは、既設の未舗装の道路の舗装をいう。

(四) 「道路の修繕」とは、既設の舗装又は未舗装の道路の破

損、劣化等に対応して行われる部分的な修復その他これに類す

る工事をいう。

関
係
法
例
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◆火災発生時対応マニュアル

 ②旧齋藤家別邸より出火した場合

火災発生（火報発報） 

発報区画の確認

【通報・情報収集係】

 現場確認 

【初期消火係】 

観覧者に状況説明

観覧一時中断

【説明係】 

避 難 誘 導 

 【職員全員】 

観覧者に

状況説明 

【説明係】 

続  行 中  止

排煙口及び非常口の開放

【初期消火係】 

初期消火で鎮火した場合 

119番通報 

【通報・情報収集係】 

初期消火活動 

【初期消火係】 

初期消火
活動

初期消火失敗 

火災・地震発生時対応マニュアル（平成28年度指定管理者策定一部抜粋）

◆火災発生時対応マニュアル

①（近火）出火場所が旧齋藤家別邸以外の場合

出火場所との距離風

向きなど情報収集し

避難が必要か判断

近隣施設火災発生

避難誘導体制

・排煙口及び非常口の開放  

・観覧者の集合（庭園一時閉鎖）

※貸館利用時は一時中断

【避難誘導係】

避難誘導体制の解除

観覧続行

必要 

必要なし

避難誘導

【職員全員】

近火発生の館内放送

観覧者への情報伝達

【通報係】



◆地震発生時対応マニュアル

②地震の規模が震度3～4の場合 

地震発生 

二次災害の確認

地震および

津波情報の収集

【通報情報収集係】

館内安全確認 

【避難誘導係】 

応急手当 救急車要請 

観覧一時中断

【説明係】

観覧続行
の判断 

観覧再開
避難誘導・退館

【全員】 

続行 

中止

けが人など

確認

◆地震発生時対応マニュアル

①地震の規模が震度5以上の場合 

応急手当 救急車要請 

地震発生 

観覧一時中断

【説明係】

二次災害の確認

地震および

津波情報の収集

【通報情報収集係】

観覧再開

館内施設・設備

安全確認 

【避難誘導係】 

避難誘導・退館

【全員】 

館内設備等の状況、余震および津波の可能性

交通機関の状況等、

今後の状況を考慮し観覧続行できるかを判断

＊休館日におきた場合、出勤できる1名は館内を点検し

異常の有無を新潟ビルサービスへ報告する。

観覧続行
の判断 

続行 

中止 

館内および施設を緊急一斉点検を行い、

正常に作動するか、安全かを確認する

けが人など

確認

火
災
・
地
震
発
生
時
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル



節 執筆者

（1）計画策定の沿革 粟野　隆、新潟市

（2）計画の目的 粟野　隆、齋藤豊子、松本恵樹、新潟市

（3）委員会の設置・経緯 粟野　隆、新潟市

（4）他の計画との関係 新潟市

（5）計画の実施 新潟市

（1）名勝指定に至る経緯 粟野　隆

（2）名勝指定の状況 粟野　隆

（3）庭園をめぐる自然環境と歴史
新潟市、相澤昂治、秋山陽香、今尾勇
輝、林　美優、矢口　映美、粟野　隆

（4）齋藤喜十郎家について 新潟市

（5）庭園地の変遷 新潟市、粟野　隆、松本恵樹

（6）別邸の造営と庭園の築造 新潟市、粟野　隆、松本恵樹

（1）庭園の本質的価値 粟野　隆

（2）庭園の地割と構成要素 粟野　隆、小沼康子、松本恵樹

（3）建造物の価値 金出ミチル、板谷龍二郎

（1）庭園の保存管理 粟野隆、松本恵樹、小沼康子

（2）活用 新潟市

（3）庭園の整備 齋藤豊子

（4）運営体制の整備 新潟市

（1）大綱 新潟市

（2）基本方針 新潟市

（1）方向性 粟野　隆

（2）景観の保存管理の目標設定と方法粟野　隆、松本恵樹

（3）保存管理の方法 粟野　隆、松本恵樹

（4）現状変更の取り扱い 粟野　隆

（1）方向性 新潟市

（2）方法 新潟市

（1）方向性 粟野　隆

（2）方法 粟野　隆、松本恵樹

（1）保存の現状 新潟市、板谷龍二郎

（2）保存管理 新潟市、板谷龍二郎

（3）防災計画 新潟市

（1）方向性 新潟市

（2）方法 新潟市

（1）全体計画 粟野　隆、新潟市

（2）短期計画 粟野　隆、新潟市

（3）長期計画 粟野　隆、新潟市

（1）方向性 粟野　隆

（2）方法 粟野　隆

（1）改定手続の原則 新潟市

（2）検討委員会の設置 新潟市

ワーキンググループ（東京農業大学国際日本庭園研究センター）

役　割 氏名

総　括 粟野　　隆
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同　上 小沼　康子
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同　上 今尾　勇輝

同　上 林　　美優

同　上 矢口　映美

計画書の執筆分担

環境美学舎、東京農業大学客員研究員

東京農業大学造園科学科　3年

同大学同学科　3年

同大学同学科　3年

同大学同学科　3年

6．保存管理

7．活用

8．整備

9．建造物の保護

同大学同学科　3年

12．経過観察

13. 計画の改定手続について

所属

東京農業大学准教授、研究代表者

春秋設計工房代表（作庭者松本亀吉子孫）、東京農業大学客員研究員

エルムランドスケープデザイン、東京農業大学客員研究員

10．運営体制の整備

11．施策の実施計画の策定・実施

章

1．計画策定の沿革・目的

2．名勝旧齋藤氏別邸庭園の概要

3．名勝旧齋藤氏別邸庭園の本質的価値

4．現状・課題

5．大綱・基本方針



8. 大滝の水落石と渓流（北から）



9. 鉢前の景観（南から）



10. 山路の園路（北から）



11. 大滝と砂丘斜面（南西から）

12. 竹林からの砂丘斜面の透けたモミジ林（西から）



13. 根上がり松と茶室（東から）

14. 池泉東の石橋と橋杭形灯籠からの景色（南から）









敷地配置図/建物位置図

・・

・・

・ ・田舎屋

待合

茶庭庭門・塀

中門

正門・塀

庭門

通用門

井戸屋形

主屋
北土蔵

南土蔵
玄関

脇玄関





主屋・北土蔵・南土蔵







































 































    








   





























      














































 

    










           

  
























  















  


































































































    







     























































































北土蔵

南土蔵

・

主玄関



主屋・北土蔵・南土蔵









 

































 









































    
















主屋

主屋   

北土蔵

南土蔵


















   






















    

























































茶・ ・・図







Ｎ

資材置き

8
.0
0

8.00

7.50

7.00

6.50

6.00

6.
00

5
.
50

5.
0 0

4.
5
0 4.00

3
.5
0

3.00 2.50

2.00

1.50

1.00

0.
50

1.
00

1.50

2.0
0

2.50

3.00

3.50

4.00

4.505.005
.5
0

6
. 0
0

6
.50

7.
0
07
.5
0

1.00

CO

AS

市
道
中
央
3
-1号
線

CO

CO

洗出CO

洗出CO

玉砂利

玉砂利

雨

汚

水栓

雨

汚

雨

雨

汚

雨

雨

市道　西大畑町秣川岸通線

汚
汚

資材倉庫

▲

主　屋

田舎屋

玉砂利

待合

玉砂利

池

門

1613

茶　室

 旧齋藤氏別邸庭園整備基本計画図 
東京農業大学　国際日本庭園研究センター

　　　　　　　　　　　　　　 2017年3月

排水桝を設置
市排水本管に接続

雨落ちの設置
排水管の布設

低木、地被類植栽

中木植栽

袖垣の更新

配電盤を目立た
ない色に着色

井戸屋形・釣瓶の適切な保存・更新

ブッロク塀を隠すため
竹垣（竹穂垣）設置

層塔の層輪の設置

石積の施工

生垣植栽

低木、地被類植栽

排水不良の改善

相輪の設置
層塔が見えるように
周辺樹木の剪定

サルスベリ

資材置場及び隣地のブロック塀
の目隠しに、中木及び低木植栽

緩んでいる護岸石
の組直し

サルスベリ

サルスベリの後継樹の植栽

排水不良の改善

火袋取付け

火袋取付け

火袋取付け

開放的な平場園地
を形成するため
周辺樹林の整備 斜　面

成長しすぎた樹木
実生樹木の剪定
及び伐採

水質を維持する
ための調査検討

井側、水面より出
ている部分をカット

池

地被類植栽

大滝

渓流

火袋取付け

排水不良の改善

南東管理用地地区
・庭園や建物の公開活用を支援するサービスヤードとしての維持
・機能的で管理しやすい場の創出

玄関庭地区
・旧齋藤氏別邸庭園の表玄関の前庭に相応しい、格式を
　重視した景観の維持
・クロマツとモッコクの枝葉により、透けた天蓋を形成した
　空間性の創出

中庭地区
・海をともなう井筒や蹲踞を中心とした露地的な
　空間性の確保
・クロマツ、モッコクによる敷地外への良好な沿道
　景観を提供しつつも、重くなりすぎない樹冠の形成
・特徴的構成樹種（カリン、ザクロ）の育成管理
・枯死したユズリハの植替え

池泉および芝庭地区
・砂丘斜面をパノラマ的に見渡せる開放的な空間性の維持
・庭園の枢要な構成要素であるサルスベリの育成管理
・池泉護岸石組、景石等の地物地割を効果的に表現できる下草管理
・池泉護岸および岩島の適切な保存
・水質の維持に関する継続的な調査と対策の検討
・芝生の更新及び育成管理

砂丘斜面地区Ａ区
・周辺環境に対するバッファとして、常緑広葉樹を主体とした樹林の形成
・主屋や芝庭から庭園を望んだ際に背景となる緑

茶庭地区Ｅ区
・周辺環境に対するバッファとして、常緑広葉樹を主体とした樹林の形成
・重要な構成要素である層塔を見せる、暗くなりすぎない樹林の密度管理

砂丘斜面地区Ｄ区
・隣地に対するバッファと庭園の構成要素としての
　観賞性とを兼ね備えた竹林の形成

砂丘斜面地区Ｂ区
・自然主義庭園としての本質的価値を有する滝石組、渓流、景石、飛石、園路の適切な保存
・庭園の自然主義を色濃く反映したモミジ類、マツ類を主要構成樹種とする美林の維持
・林床のコケ及び地被類の育成管理

砂丘斜面地区Ｃ区
・周辺環境に対するバッファとして、常緑広葉樹を
　主体とした樹林の形成

北西管理用地地区
・庭園や建物の公開活用を支援する管理拠点としての維持
・庭園空間からは視認されにくい植栽によるバッファの形成

茶室地区Ｇ区
・周辺環境に対するバッファとして
　常緑広葉樹を主体とした樹林
　の形成

茶庭地区Ｆ区
・芝生の広がる開放的な平場園地の形成
・根上がり松の適切な保存による茶庭空間の継承
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